
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

 

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明

 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE Morningstar Japan K.K.

最終更新日：2015年6月23日
モーニングスター株式会社

代表取締役社長 朝倉智也

問合せ先：管理部

証券コード：4765

http://www.morningstar.co.jp/ir/financials/index.ht

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社は、企業経営の透明性と健全性を維持し、迅速な経営判断による各種施策を効率的に執行することが、取引先や社会からの信頼を確保し、
企業価値の増大を通じて株主に対する責任を果たしていく上で重要であり、そのためにはコーポレート・ガバナンスの充実が不可欠であると認識
しております。 
当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の「意思決定」、「業務執行」の分離を明確にし、取締役会ほか当社の各組織・
職位の分掌、権限及び責任を社内諸規定で明確に定め、社内諸規定を遵守すること、絶えず経営管理制度と組織、仕組みの見直しと改善に努
力することにより、企業経営の透明性と健全性を維持することであります。 
また、社外取締役を設置し、法務・コンプライアンスを中心に当社の経営に対する監督や経営全般に係る助言を受けることにより、コーポレート・
ガバナンスを強化・充実を図っております。 
さらに、監査役監査及び内部監査を強化することにより、法令、定款、社内諸規定の遵守を保証し、経営と執行に対する監視機能を高めることも
コーポレート・ガバナンスの基本的な取り組みとして重要と考えております。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

外国人株式保有比率 30%以上

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

ＳＢＩホールディングス株式会社 40,466,100 48.19

ＭＯＲＮＩＮＧＳＴＡＲ， ＩＮＣ． 27,518,400 32.77

自己株式 2,479,000 2.07

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ 1,258,629 1.50

富春 勇 1,083,000 1.29

鈴木 智博 600,000 0.71

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 484,000 0.58

高野 潔 330,000 0.39

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ－ ＪＡＳＤＥＣＴＲＥＡＴＹ ＡＣＣＯＵＮＴ 327,400 0.39

七海 秀之 194,000 0.23

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 ＳＢＩホールディングス株式会社 （上場：東京） （コード） 8473

ＳＢＩホールディングス株式会社は、当社株式を２．資本構成(2)大株主の状況に記載のとおりの株式数・割合で保有する当社の親会社でありま 
す。 
ＳＢＩホールディングスグループは、証券・銀行・保険・住宅ローンを中心に金融商品や関連するサービスの提供等を行う「金融サービス事業」、国 
内外のＩＴ、バイオ、環境・エネルギー及び金融関連のベンチャー企業等への投資を行う「アセットマネジメント事業」、化粧品・健康食品・創薬にお 
けるグローバルな展開を行う「バイオ関連事業」を主要事業と位置づけ、これまで行ってきたブリリアントカット化による収益力の強化に加え、金融
サービス事業における3大コア（証券・銀行・保険）事業とのシナジーの徹底追求による企業価値の極大化を目指します。 
当社グループは、「金融サービス事業」の中核企業として事業を展開しております。 
当社グループはＳＢＩホールディングスグループの各社に情報サービスやコンサルティングサービスを提供しております。また、ＳＢＩホールディング
ス株式会社から事務所の転貸借を受けております。また、役員の兼務及び従業員の出向派遣や受け入れを行う関係にあります。 
当社グループは、親会社であるＳＢＩホールディングス株式会社とその傘下に擁する金融関連のグループ企業各社と緊密な関係を保つことで、相
互のシナジー効果によって競争力の強化を図ることができ、効率的な経営と事業展開を追求していくことができます。 



３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

一方、当社グループとＳＢＩホールディングスグループとの関係について、ユーザーが当社グループの提供する情報に関して客観性や中立性が欠
如していると判断した場合、双方の関係について不適切な報道等があった場合などは、当社の評価機関としてのイメージが低下することも考えら
れます。 
当社グループの営業基盤は、当社グループが行う各種の比較・評価の客観性と中立性にあると考えております。したがって、ユーザーからの当 
社グループの信頼性が損なわれないように、ＳＢＩホールディングスグループとの協力関係を維持しながら、客観的かつ公正な比較・評価情報が 
提供できるように、当社グループの独立性を最重要視していく方針です。 

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

当社は、親会社であるＳＢＩホールディングス株式会社およびそのグループ企業に当社の情報サービスやコンサルティングサービスの提供などの
営業取引に加えて、役員の兼務及び従業員の出向派遣や受け入れ、業務の委託等の取引があります。 
当社グループは、親会社であるＳＢＩホールディングス株式会社とそのグループ会社と取引を行う場合にも、客観的かつ公正な取引を行うことを方
針としております。 
当社は、会社法に基づく内部統制システムに関する基本方針の一部として、親会社、親会社の子会社、子会社との取引は、他の取引先と同様の
基本条件、公正な市場価格によって行い、適正な取引を確保することを取締役会で決議しております。 
内部監査・監査役監査においても支配株主等との取引等が、内部統制システムに関する基本方針に従って、取引条件が一般的な取引条件と同 
様に決定しているかを監査重点項目としております。 
上記により、ＳＢＩホールディングス株式会社およびそのグループ会社とは、事実上の制約を受けることなく、公正な取引が確保されているものと
考 
えております。 

記載すべき事項はありません。  



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数 1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

大鶴基成 弁護士

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

大鶴基成 ○

昭和55年４月 検事任官 
平成12年６月 東京地検特別捜査部副部
長（財政経済担当） 
平成13年４月 法務省刑事局公安課長，
司法試験委員 
平成14年８月 東京地検特別捜査部副部
長（特殊直告担当） 
平成17年４月 東京地検特別捜査部長 
平成19年１月 函館地検検事正 
平成20年１月 最高検検事（財政経済担
当） 
平成22年３月 東京地検次席検事 
平成23年８月 最高検公判部長，検事退
官，弁護士登録（第一東 
京弁護士会），サン綜合法律事務所所属
（現任） 
平成24年７月 アウロウ債権回収株式会
社 

大鶴基成氏は、検事、弁護士としての豊富な
知識と経験を有し、法務・コンプライアンスを中
心に当社の経営に対する監督や経営全般に
係る助言を受けることにより、コーポレート・ガ
バナンスの一層の強化・充実を図ることができ
るものと判断し、平成27年6月17日開催予定の
当社第18期定時株主総会において、社外取締
役候に選任されました。 
大鶴基成氏は、当社（子会社を含む）、当社の
親会社、親会社の子会社においても現在およ
び過去において、業務執行者であったことはな
く、また、当社と一切の取引関係、契約関係は
なく、独立・中立性の立場を保持しているた



【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 

社外取締役（現任） 
平成24年12月 META Capital株式会社 
社外取締役（現任） 
平成26年６月 イオンファイナンシャルサ
ービス株式会社 
 社外取締役（現任） 

め、独立役員に選任いたしました。 

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役会は、会計監査人から、監査体制・監査計画・監査実施状況・監査結果などについて、第２四半期・期末決算時に説明を受けております。
監査役会と会計監査人は、状況報告、意見交換を通じて、相互の監査実施状況・監査結果について認識を共有し、相互の監査について必要な
連携をしています。 
監査役会と内部監査室は、監査体制・監査計画・監査実施状況・監査結果などについて、定期的に状況報告、意見交換を行っております。監査
役と内部監査室は、相互の監査実施状況・監査結果について認識を共有し、法令、定款、社内諸規程の遵守を保証し、経営と執行に対する監視
機能を高めるために連携をしています。 
また、内部監査室と会計監査人は、監査体制・監査計画・監査実施状況・監査結果などについて、定期的に状況報告、意見交換を行っておりま
す。内部監査室と会計監査人は、状況報告、意見交換を通じて、相互の監査実施状況・監査結果について認識を共有し、相互の監査について必
要な連携をしています。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

壷阪一弘 他の会社の出身者

伊東俊秀 他の会社の出身者

白神克巳 他の会社の出身者 ○

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明

 

該当項目に関する補足説明 

壷阪一弘  

<略暦> 
昭和37年３月 日伸製鋼(株)入社 
平成２年４月 トーア・スチール(株) 経理 
部長 
平成６年６月 同社常勤監査役 
平成13年６月 ソフトバンク・フロンティア証
券(株)（現(株)ＳＢＩ証券）常勤監査役 
平成16年２月 ワールド日栄フロンティア 
証券(株)（現(株)ＳＢＩ証券） 経理部顧問 
平成16年３月 ベリトランス(株)常勤監査 
役 
平成24年６月 当社監査役（現任） 
平成24年７月 ＳＢＩイコールクレジット 
(株) 監査役（現任）

＜招聘理由＞ 
財務および会計に関する豊富な知識と経験を 
有しており、客観的中立的立場から経営の監 
督とチェック機能を期待できるため

伊東俊秀 ○

独立役員に指定しております。 
<略暦> 
昭和44年４月 (株)富士銀行（現(株)みず 
ほ銀行）入行 
平成11年６月 (株)日産フィナンシャル サ 
ービス執行役員 
平成19年６月 ＳＢＩフューチャーズ(株)常 
勤監査役 
平成21年６月 ＳＢＩベリトランス(株)（現ベリ
トランス(株)）監査役 
平成21年８月 (株)ニュートン・フィナン 
シャル・コンサルティング監査役（現任） 
平成22年４月 ＳＢＩリース(株)監査役（現 
任） 
平成22年６月 ゴメス・コンサルティング 
(株)（現当社）常勤監査役 
平成23年３月 ＳＢＩインベストメント(株)  
監査役（現任） 
平成24年６月 当社監査役（現任）

＜招聘理由＞ 
金融および企業経営に関する豊富な知識と経
験を有しており、当社の上場子会社であったゴ
メスコンサルティング株式会社の常勤監査役 
の経験を活かして、経営の監督とチェック機能 
を期待できるため 
＜独立役員指定理由＞ 
伊東俊秀氏は、当社（子会社を含む）、当社の 
親会社、親会社の子会社においても現在およ 
び過去において、業務執行者であったことはな
く、親会社の子会社の社外監査役として、客観
的・中立的な観点から監査を行なっておりま 
す。 
また、東京証券取引所の定める独立性の基準
を満たしているため、中立性の立場を保持して
いると判断し、独立役員に指定いたしました。

白神克巳  

平成７年４月 日本ハム（株）入社 
平成11年４月 日本マクドナルド（株）入社
平成17年２月 アプライドバイオシステム 
ズジャパン（株）（現ライフテクノロジーズ 
ジャパン（株））入社 
平成19年２月 ＳＢＩホールディングス（株）
入社 
平成22年７月 米国公認会計士登録 
平成24年６月 ＳＢＩネットシステムズ（株） 
監査役（現任） 
平成26年５月 ＳＢＩホールディングス（株）
経理部長（現任） 
平成26年６月 当社監査役（現任）

＜招聘理由＞ 
会計、税務および財務に関する豊富な知識と 
経験を有しており、経営の監督とチェック機能 
を期待できるため

独立役員の人数 2 名

記載すべき事項はありません。 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

取締役へのストックオプションとして、新株予約権を付与、有償新株予約権を割当しております。 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

記載すべき事項はありません。  



【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

有価証券報告書及び事業報告において、取締役に支払った取締役としての報酬の総額を開示しております。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

なし

――― 

取締役及び使用人は、モーニングスターグループに関する次の事項を知ったときは、社外取締役及び社外監査役（以下、社外役員）に適時且つ
的確に報告するものとする。また、取締役及び使用人は、社外役員よりモーニングスターグループに関する次の事項について説明を求められたと
きは、速やかに詳細な説明を行うものとし、合理的な理由無く説明を拒んではならないものとする。 
1) 会社に著しい損害を及ぼす虞のある事項 
2) 経営に関する重要な事項 
3) 内部監査に関連する重要な事項 
4) 重大な法令・定款違反 
当社は、社外役員の求めに応じて、取締役及び使用人をして社外役員と定期的に会合を持たせ、モーニングスターグループの経営上の課題及
び問題点の情報共有に努めるほか、社外役員と内部監査部門及び会計監査人の情報共有を図るものとする。 
当社は、社外監査役が重要な子会社の監査役との定期的な会合を設け、相互に連携して、モーニングスターグループの監査の実効性を確保で
きる体制の整備に努めるものとする。 
社外監査役の職務の執行について生ずる通常の費用は、監査役会の監査計画に基づき、予め当社の予算に計上する。また、当社は、緊急又は
臨時の監査費用を含め、社外役員の職務の執行について生ずる費用については、社外役員の請求に基づき、前払又は償還、並びに債務に関す
る処理を行うものとする。 
当社は、社外役員から求めがあったときは、社外役員の職務を補助しうる知見を有する使用人として内部監査部門が指名する者を、社外役員と
協議のうえ定める期間中、取締役の指揮命令系統から独立した社外役員の職務を補助すべき使用人として置くものとし、当該使用人の人事異動
及び人事評価については、社外役員と事前に協議を行い、その意見を尊重するものとする。 

当社は、企業経営の透明性と健全性を維持するために、経営責任と執行責任とを明確化し、経営全体の効率化と業務執行の迅速化を図るため
に、執行役員制度を導入しております。また、監査を強化することにより、経営と執行に対する監視機能を高めております。 
当社の意思決定機関として、取締役会が、法令・定款に定める事項ほか会社経営の重要事項を決定したします。取締役会には、社外取締役、社
外監査役が出席し、経営に対する監視機能を果たしております。 
業務執行に関して、当社及び子会社の常勤の取締役及び執行役員で構成する常勤役員定例会を毎月１回開催し、業務執行に係わる重要事項
を協議し、また、取締役及び執行役員間の意思疎通を図るとともに、業務執行を相互に監督しております。常勤役員定例会で協議した事項は、重
要事項については取締役会で決議し、その他の事項は、稟議規則の則り、承認したのち、代表取締役執行役員社長が直接ないし、執行役員に
指示して、業務執行をしております。 
常勤役員定例会には、社外取締役、社外監査役が出席し、業務執行に対する監視機能を果たしております。 
当社の監査役は４名中３名が社外監査役であり、社外監査役を含めた監査役は、代表取締役執行役員社長からは、四半期に一度、取締役執行
役員管理部長からは、毎月、経営状況に関する説明を受け、必要に応じた質疑を行なっています。 社外監査役は四半期に一度、自ら証憑・資料
等のチェックを行っており、また、常勤監査役（非社外監査役）から、毎月、監査の状況について説明を受け、協議しております。 
また、当社は、代表取締役直属の部署として内部監査室を設置しており、当社各事業部及び子会社に業務が内部統制下において、関係法令、
定款及び社内規程に従い、適正に業務されているかを監査しております。 
会計監査につきましては、会計監査人とは決算時期・四半期決算時期のみならず、幅広い期間にわたって、状況報告、意見交換の機会を設けて
おります。 
なお、平成27年３月期における会計監査体制は以下のとおりであります。 
公認会計士の氏名等 
指定社員業務執行社員 遠藤康彦 古谷大二郎 
所属する監査法人 有限責任監査法人トーマツ 
取締役及び執行役員は、取締役会の決議により指名され、取締役は株主総会の承認を経て、就任しております。 
取締役の報酬については、株主総会で承認された報酬総額の枠内で決定しております。 

当社は、執行役員（常勤の取締役）５名、単体従業員90名、連結従業員112名（平成27年６月22日現在）に対し、常勤監査役１名配置しており、日
常の業務全般をも充分に監査できる体制となっております。また、社外取締役を1名、社外監査役を３名選任しており、社外からに経営の監督・監
視機能は十分に機能する体制が整っていると考えております。 
内部監査は内部監査室員１名により行われておりますが、上記人員規模を勘案すれば、充分に内部監査が実施できる体制となっていると考えて
おります。 
 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 株主総会は、集中日を回避し、６月中旬に開催しております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

個人投資家向けに定期的説明会を開催 定時株主総会終了後、株主に経営近況報告会を実施しております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期決算ごとに、アナリスト・機関投資家向けに定期的説明会を開催してお 
ります。四半期決算説明会の動画及び資料を当社のホームページに掲載して 
おります。

あり

IR資料のホームページ掲載
四半期決算説明会の動画及び資料を当社のホームページに掲載しておりま 
す。また、定時株主総会終了後の経営近況報告会の動画及び資料を当社の 
ホームページに掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 管理部が担当しております。

その他
早期の決算発表に努め、四半期決算については、翌月22日前後に発表する 
ことにしております。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

当社の親会社であるＳＢＩホールディングスの「SBIグループ・コンプライアンス行動規範」を当社 
のグループ・コンプライアンス行動規範とし、その遵守を取締役会で決議しております。 
この行動規範は、以下の６つの行動規範で構成されており、ステークホルダーの立場の尊重に 
ついても規定しております。 
１．顧客の信頼を得るための行動規範 
２．株主等の信頼を得るための行動規範 
３．社会に対する行動規範 
４．よりよい企業風土をつくるための行動規範 
５．組織の一員としての行動規範 
６．経営者としての行動規範

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

「モーニングスター社会的責任投資株価指数（ＭＳ－ＳＲＩ）」を運用管理し、社会的責任投資の 
普及に積極的に関与しております。 
児童の自立を支援し、産業界に児童福祉の啓発を行うことを通じて、児童福祉の充実及び向上 
に寄与することを目的に設立された財団法人 SBI子ども希望財団の活動を支援しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

 

当社は、企業経営の透明性と健全性を維持し、迅速な経営判断による各種施策を効率的に執行するためには、内部統制システムを整備し、健全
な内部統制システムにより、業務執行を行うことが重要だと認識しております。また、健全な内部統制システムは、以下の体制（内部統制システム
に関する基本方針：平成18年7月20日取締役会決議、平成27年5月19日取締役会改訂決議）が必要であると考え、その整備に努め、実施しており
ます。 
 
(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
1） 当社は、法令遵守及び倫理的行動が、当社の経営理念・ビジョンの実現の前提であることを、代表取締役をして全役職員に徹底させるものと
する。 
2） 当社は、取締役会及び原則月１回開催する常勤役員定例会（当社及び子会社の常勤取締役及び常勤監査役で構成する。以下、定例会）にお
いて、取締役間の意思疎通を図るとともに代表取締役の業務執行を監督し、また、法令・定款違反行為を未然に防止するものとする。 
3） 当社は、取締役会の決議によりコンプライアンス担当役員を定め、当社のコンプライアンス上の課題・問題の把握に努めさせる。 
また、取締役会の決議により業務管理部門・管理部門のいずれからも独立した組織である内部監査部門を設置する。同部門は、法令等遵守、業
務適切性、内部統制の適正運用などから成る内部管理態勢の適正性を、総合的・客観的に評価すると共に、監査の結果抽出された課題につい
て、改善に向けた提言やフォローアップを実施する。 
監査の実施に際しては、社員のほか必要に応じて外部専門家等の助力を得て行うものとする。 
同部門は、内部監査計画で定める月に、また必要に応じて、内部監査結果報告書を作成し、代表取締役に提出する。同部門は、内部監査結果
報告書を代表取締役に提出した後、遅滞なくその内容を監査役に説明する。 
内部監査結果報告書の内容は、内部監査計画で定める月の取締役会に、および必要に応じて、代表取締役が取締役会に報告する。 
4) 当社は、取締役及び使用人が当社における法令・定款違反行為その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合に報告することを
可能とするために、内部監査室及び常勤監査役など内部通報規程に定める通報先に直接通報を行うための情報システムを整備するものとす
る。 
(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
1） 当社は、取締役会の決議により文書管理規程を定め、取締役の職務の執行に係る情報を、文書または電磁的記録（以下「文書等」という）に
記載又は記録して保存し、管理するものとする。 
2） 文書等は、取締役又は監査役が常時閲覧できるものとする。 
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
1） 当社は、当社の業務執行及び経営理念・ビジョンの達成を阻害しうるリスクに対して、そのリスクを把握し、適切に評価して管理するため、取締
役会が定めるリスク管理規程に従い、リスク管理に関する責任者としてリスク管理担当役員を定めるとともに、管理部門を管掌する部門長及びシ
ステム部門を管掌する部門長をして、これを補佐させるものとする。 
2） 当社は、経営危機が顕在化した場合には、リスク管理規程に従い、リスク管理担当役員を責任者とする対策本部を設置し、当該経営危機に関
する情報が適時且つ適切にリスク管理担当役員、管理部門を管掌する部門長及びシステム部門を管掌する部門長等の必要な役職員に共有さ
れる体制を整備し、当該経営危機に対処するものとする。 
(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
1） 当社は、取締役会の決議により職務分掌を定め、取締役間の職務分担を明確にするものとする。 
2） 当社は、適切且つ迅速な意思決定を可能とする情報システムを整備するものとする。 
3） 当社は、取締役会及び定例会において、各部門において生じる問題の解決を適時且つ適切に行うとともに、問題解決から得られるノウハウを
取締役に周知徹底する。これにより、その担当職務の執行の効率化を図り、全社的な業務の効率化を図るものとする。 
(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
1） 当社は、当社及び子会社から成る企業集団（以下「モーニングスターグループ」という）における業務の適正の確保のため、取締役会が定める
関係会社管理規程等に従い、各社の経営の自主性を尊重しつつ、モーニングスターグループに属する会社の取締役、使用人、及びその他企業
集団の業務に関わる者（以下「モーニングスターグループ役職員等」という）から、その職務執行にかかる事項についての報告を受け、必要かつ
合理的な範囲で、調査を行うことができるものとする。 
2） 当社は、モーニングスターグループ役職員等が、法令・定款違反行為その他コンプライアンスに関する重要な事実を当社の内部監査室及び常
勤監査役など内部通報規程に定める通報先に対して直接報告するための内部通報制度を整備するものとする。また、当社は、内部通報制度を
利用した通報者に対して、解雇その他いかなる不利な取扱いを行わないものとする。 
3） 当社は、モーニングスターグループ役職員等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、取締役会が定めるコンプライアン
ス規程等に従い、コンプライアンス担当役員が、モーニングスターグループに属する会社のコンプライアンス担当者と共同で、モーニングスターグ
ループ全体のコンプライアンス上の課題・問題の把握、情報の交換を行うための会議を設置し、モーニングスターグループに属する会社から開催
の請求があったときは、速やかに当該会議を開催するものとする 
4) 当社は、取締役会が定める内部監査規程に従い、モーニングスターグループに属する会社の法令等遵守、業務適切性、内部統制の適正運用
などから成る内部管理態勢の適正性を、総合的・客観的に評価すると共に、監査の結果抽出された課題について、改善に向けた提言やフォロー
アップを実施するため、内部監査部門が当該会社に対する監査を行うものとする。 
監査の結果は(1)3）に定めるとおり、内部監査結果報告書に記載され、報告される。 
5) 取締役は、モーニングスターグループ役職員等の職務の執行において、法令・定款違反行為その他のコンプライアンスに関する重要な事実を
発見した場合には、当社の監査役に報告するものとし、報告を受けた監査役は、重要な事実が発見された会社の監査役に通知するものとする。 
6） 当社は、モーニングスターグループにおける損失の危険の管理のため、取締役会が定める関係会社管理規程及びリスク管理規程等に従い、
モーニングスターグループに属する会社の損失の危険に関する状況の報告を、モーニングスターグループに属する会社のリスク管理担当者等を
通じて定期的及び適時に受けるものとする。また、必要に応じ、当社のリスク管理担当役員及びリスク管理部門が、当該リスク管理担当者と協議
し、損失の発生に対して備えるものとする。 
7) 当社は、モーニングスターグループ役職員等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、モーニングスターグループに属する会社
に対し、取締役会の決議により職務分掌を定め、取締役間の職務分担を明確にするよう指導する。また、必要に応じ当社は、適切且つ迅速な意
思決定を可能とする情報システムを提供するものとする。 
8) 親会社、親会社の子会社、子会社との取引は、他の取引先と同様の基本条件、公正な市場価格によって行い、適正な取引を確保する。 
(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制、当該使用人の取締役からの独立性及び
監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
当社は、監査役から求めがあったときは、監査役の職務を補助しうる知見を有する使用人として内部監査部門が指名する者を、監査役と協議の
うえ定める期間中、取締役の指揮命令系統から独立した監査役の職務を補助すべき使用人として置くものとし、当該使用人の人事異動及び人事
評価については、監査役と事前に協議を行い、その意見を尊重するものとする。 
(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 
1） 取締役及び使用人は、モーニングスターグループに関する次の事項を知ったときは、監査役に適時且つ的確に報告するものとする。また、取
締役及び使用人は、監査役よりモーニングスターグループに関する次の事項について説明を求められたときは、速やかに詳細な説明を行うもの
とし、合理的な理由無く説明を拒んではならないものとする。 
1) 会社に著しい損害を及ぼす虞のある事項 



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

 

2) 経営に関する重要な事項 
3) 内部監査に関連する重要な事項 
4) 重大な法令・定款違反 
5) その他取締役及び使用人が重要と判断する事項 
2） モーニングスターグループ役職員等からの内部通報の状況及びその内容については、当社の監査役に報告する。また、モーニングスターグ
ループ役職員等の職務執行にかかる事項について監査役に報告したモーニングスターグループ役職員等又は子会社の監査役に対して、解雇そ
の他いかなる不利な取扱いを行わないものとする。 
(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
1） 当社は、監査役の求めに応じて、取締役及び使用人をして監査役と定期的に会合を持たせ、モーニングスターグループの経営上の課題及び
問題点の情報共有に努めるほか、監査役と内部監査部門及び会計監査人の情報共有を図るものとする。 
2） 当社は、監査役が重要な子会社の監査役との定期的な会合を設け、相互に連携して、モーニングスターグループの監査の実効性を確保でき
る体制の整備に努めるものとする。 
3） 監査役の職務の執行について生ずる通常の費用は、監査役会の監査計画に基づき、予め当社の予算に計上する。また、当社は、緊急又は
臨時の監査費用を含め、監査役の職務の執行について生ずる費用については、監査役の請求に基づき、前払又は償還、並びに債務に関する処
理を行うものとする。 
(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制 
当社は、財務報告の信頼性を確保すべく、適用のある関係法令等に基づき、財務報告に係る内部統制報告制度の有効かつ適切な運用体制を
構築し、その整備、運用、評価を継続的に行うとともに、改善等が必要となった場合は速やかにその対策を講じるものとする。 
(10) 反社会的勢力排除に向けた体制 
モーニングスターグループでは、その行動規範において反社会的勢力には毅然として対決することを宣言するとともに、当社に反社会的勢力の
排除に取り組む対応部署を設置し、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部専門機関との情報交換を行うなど、連携強化に向けた社
内体制の整備を推進するものとする。また、モーニングスターグループ役職員等を対象とした研修の開催等により、反社会的勢力との関係を遮断
する意識の向上を図るものとする。さらに、「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」に従って対応することを記載したマニュアル
を配布し、イントラネットに掲載するなどして、その周知徹底を図るものとする。 
 
会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近における実施状況 
コーポレート・ガバナンスの一層の強化・充実を図るため、平成27年６月17日開催の第18期定時株主総会において、社外取締役１名を選任いたし
ました。 
平成27年５月１日施行の改正会社法及び改正会社法施行規則に対応するために、平成27年５月19日開催の取締役会において、「内部統制シス
テムに関する基本方針」に「企業集団としての内部統制の強化」及び「監査役を支える体制等の充実化」に関する方針を加える改訂を行い、その
内容を実現すべく、コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みを強化いたしました。 
当社は、取締役会のほか常勤役員定例会を機動的に開催することにより、円滑な意思疎通と経営方針の周知徹底をはかり、迅速な判断に基づく
事業展開と業務執行に取り組んでおります。 
「内部統制システムに関する基本方針」に基づく体制を構築するため、取締役会でリスク管理規程を改定し、また、グループリスク管理規程を制定
いたしております。当社のみならず、当社グループに重大な影響を与える問題が発生した場合、あるいはその可能性が生じた場合の対応体制を
明確にするため、リスク管理実施細則を制定し、リスク種類別リスク管理方法をはじめとして当社のリスク管理実務に資する事項を定め、役職員
への周知徹底をはかっております。 
また、取締役会で、倫理規範としてコンプライアンス行動規範を制定し、当社のコンプライアンスの基本的姿勢を明確にするとともに、コンプライア
ンス規程を制定し、顧客、株主や社会からの信頼を高め経営の健全性を確保するために、コンプライアンス（法令遵守）に関する当社の基本事項
について定めております。さらに、コンプライアンス・マニュアルを策定し、役職員の法令遵守のための具体的な行動内容を明確にし、役職員への
周知徹底をはかっております。 

モーニングスターグループでは、その行動規範において反社会的勢力には毅然として対決することを宣言するとともに、当社に反社会的勢力の
排除に取り組む対応部署を設置し、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部専門機関との情報交換を行うなど、連携強化に向けた社
内体制の整備を推進するものとする。また、モーニングスターグループ役職員等を対象とした研修の開催等により、反社会的勢力との関係を遮断
する意識の向上を図るものとする。さらに、「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」に従って対応することを記載したマニュアル
を配布し、イントラネットに掲載するなどして、その周知徹底を図るものとする。



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

買収防衛策の導入の有無 なし

――― 

記載すべき事項はありません。 


